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	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　議案審査の順序は、認定第２号、認定第３号、認定第８号、議案第３８号、議案第４１号、認定第７号、議案第４０号、議案第４８号、議案第４９号の順で行います。

これより議事にはいります。

認定第２号

委員長　　　　本委員会に付託されました、認定第２号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計決算認定についてを議題といたします。認定第２号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　認定第２号について説明。

収納課長　　　認定第２号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより認定第２号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
委員　　　　　　前田委員　　　収納に関して、収入未済額が295,663,564円、91.29%。これついて、近隣と比較して本町の状況はどのようか。また、予算を組んだ時の収納率は、どの位を見込んでいたか。
収納課長　　　近隣市町の収納率について、現年度は、豊明市89.38%、みよし市91.28%、尾張旭市90.41%、東郷町90.89%、豊田市88.93%、日進市92.26%、瀬戸市90.13%、長久手町91.29%ですので、近隣でいけば、長久手町は上位の方です。それから、全体収納率は、豊明市66.76%、みよし市69.01%、尾張旭市69.75%、東郷町69.84%、豊田市71.26%、日進市73.75%、瀬戸市76.77%、長久手町73.24%です。全国は、発表されていません。平成20年度の全国の現年度分の平均収納率は88.35%、愛知県の平均は90.51%です。20年度、長久手町は、県下61自治体中17番目の収納率です。
保健医療課長　予算編成時では、前年度の収納率も加味しまして、91%の収納率で見込みました。
前田委員　　　よくわかりました。全国平均88.35%、去年の12月、厚生労働省が、90%をきった段階で、危機感を覚え、未知の世界に入ったという言い方を発表している。長久手町はなんとか91.29%。当初予算の現況分と考えればいいですね。各自治体で、90%をきるところもあるが、長久手町として、今後90%をきる可能性があるのか。
収納課長　　　健康保険の制度としては、国民皆保険をとっている。国民は、いずれかの保険に加入する。大手企業は組合健保。中小企業は、政管健保、残りの方、無職の方から、老人の方までは、国民健康保険に入ります。国保は、所得の低い方が入っているので、国民年金同様、全国的には収納率が下がってきている。また、長久手町は、移動が多い町なので、各自治体が国保の保険者で、他の自治体に移ると、他の自治体の国保に入れるので、転出者の滞納が増えるため、長久手町が、今後90%をきる可能性はあると思います。

前田委員　　　予算が91%で、今回91.29 %。で、予算はクリアしているが、加入者の割合で、全国的には50%を超える方が無職の方だと聞くが、本町は、加入者の中で、無職の人の割合は何%か。

収納課長　　　収納課では、つかんでいません。

前田委員　　　収納率を考えると、今までのような予算を作り対応するといった対処療法に対して、例えば一般会計から繰入れするとか、収納率を上げるとか、国保税をこれ以上、上げるなど難しい状況で、歳入を確保することに関して、対処療法ではなく、将来的に抜本的な対策は、国などで考えられているのか。

保健医療課長　平成25年度から、新しく医療制度改革案をということで示されているが、運営主体がどこになるか、年齢でどのように分けていくかも分かっていないので、今後、その動向を見、他市町や全国を見て、検討していきたいと思います。

小池委員　　　昨年、被保険者の世帯について、所得階層別の状況が分からないかと尋ねたら、集計はしていないので検討するということだったが、今回その把握はしているか。
保健医療課長　21年度につきましては、50万円ごとに所得階層を区切り集計しましたが、大まかに言うと、300万円以下71.4%、1200万円以上は3.7%です。資料を後ほど提出します。
小池委員　　　300万円以下が71.4%で多い状況だが、滞納繰越分の収納率は何%か。
収納課長　　　滞納繰越分の収納率は、21年度が14.56%、20年度が21.48%です。
小池委員　　　非常に下がっているが、その理由は何か。

収納課長　　　滞納繰越分の収納について、収納課は、全力で取り組んでいます。滞納整理で、例えば、差し押さえについて言えば、銀行預金で100万円くらい差し押さえられる時は収納率が上がりますが、給与が銀行に振り込まれ差し押さえに行っても、生活分を残して押さえるので、１万円位程度の差し押さえの時もあり、年度により滞納繰越分の収納率は前後します。

小池委員　　　21年度は滞納繰越分の収納率が低いということで、どのように分析しているのか。また、今年度の状況はどう見ているか。
収納課長　　　滞納者の方については、納税相談で分納をお願いするとか、少しずつでも納めてもらうようにしています。今年度、滞納繰越分収納率が下がってきています。他市町でも、みよし市14%、豊明市11%、多いところで東郷町18%ですが、全体に、近隣市町も下がっている。景気の悪い時代、滞納者の経済回復が見込めないのではないかと思います。。
小池委員　　　滞納者の所得との比率は把握しているか。

収納課長　　　個人の資産調査はするが、全体をまとめていません。

小池委員　　　国保税の最高限度額を超える世帯は何世帯ですか。

国保係専門員　平成21年度237世帯です。
青山委員　　　主要事業の成果表120ページ。高額療養費の貸付制度、活用件数11件とあるが、貸付条件の上限金額、期限、返済方法はどのようか。
国保係専門員　高額療養費の貸付制度ですが、これは、国保連合会が貸付、町は仲介です。通常は、未納のない世帯は限度額認定証を発行し、高額療養費を病院が精算の時に患者さんに請求しないで、直接、町の健康保険に請求します。未納のある世帯の方の場合は、高額療養費を支給する時に、収納の相談をしたいということで、その交付をしていません。その場合にどうしても支払えないという場合に、貸付制度を利用していただいています。上限はありません。貸付を利用して、残りの額を払われましたら、町に高額療養費の申請をしていただき、高額療養費を町から支給する場合に、国保連合会の方に町が返すという仕組みです。
青山委員　　　こういう制度を利用した方で、不能欠損になった方はいるか。
国保係専門員　実際、貸付の制度を利用し、それでも自己負担が少額生じるものですから、そちらをお支払いいただかないと、高額療養費を払えない。実際に、病院への支払いが遅れていて、支払いが遅れているケースはある。不能欠損のケースはありません。

伊藤委員　　　収納率について。国民健康保険税徴収率について、19年度が77.2%、平成20年度は75.1%、平成21年度は73.2%ということが決算審査意見書20ページにあるが、徴収率がだんだん下がっているが、これは、景気悪化が理由と考えるか。
収納課　　　　景気の問題もあるが、国民健康保険の被保険者の増加もあります。

伊藤委員　　　審査意見書21ページ、保険給付費の高額療養費が、以前より8.1%下がってきている。療養諸費ではあまり変化がないが、高額療養費が、以前より8.1%下がっており、その他給付費26.2%上がっているのはなぜか。トータルすると保険給付費としては前年度と変化はないが、このあたりをどうとらえているか。
国保年金係長　分析していません。

伊藤委員　　　トータルは別として高額療養費が下がったという点で、新しい医療が増えると、逆に、高額療養費が上がるように予想したが、下がったということは、予防事業の成果が上がったのではないかとも考えられるがどうか。
保健医療課長　分析はしていないのでわかりません。

前田委員　　　分析は大事なので、きちんとしてもらいたいです。国民健康保険の実質収支額1億2,600万円だが、国保にかかる人は何人で、十分そこで　仕事は間に合っているのか、不足しているのか。

保健医療課長　決算カードで言いますと国民健康保険の人件費は、３人分で換算しています。実際は、係長もいるのでそのことをどう含むかということがありますが、今一番大変なのは、景気対策とかで、その都度いろんな制度が降りてきていますので、その対応で、苦慮しております。

前田委員　　　その辺のところが、決算書で分かるようにした方が、いいと思う。決算で、人件費が３人上がっていて、一般会計からの数字も３億1,500万。法的には、今のままで良いと思うが、目に見える管理としては、職員の人件費をこちらへ持ってきた方が、実質の国保の事業費が分かりやすいと思う。その辺を今後の検討課題としてください。また、この決算で、一般会計からの繰入２億9,000万円、この一般会計から繰り入れた数字は法定で、定められた数字があったと思うが、それに対して実績はどれだけオーバーしているか等はわかるか。

国保係専門員　繰入金の内訳ですが、法定の繰入金は、基盤安定5,100万円余り、事務費3,900万円弱、出産育児一時金1,600万円、財政安定化支援金960万円、福祉波及分として4,000万円弱繰入れているが、これが法定のもので、差し引きすると赤字補填分が1億3,500万円程。

前田委員　　　分かりやすく言うと、1億3,500万円不足だから、一般会計から持ってきている。一般のサラリーマンは組合保険でしており、国保に一般会計から持ってくることに対し、行政サービスの低下が懸念されるといわれるが、それを抑える努力は必要ではないか。そのあたりを考えて、予算を立てているのか。
保健医療課長　一般会計の繰入、特別会計は、２億9,000万円で、3億を超えない範囲で、調整し進めています。後期高齢者医療制度が変わる際に、情報が出てきますので、その前に、検討したいと思います。
前田委員　　　3億という数字が基本にあるのですね。

水野委員　　　主要事業の成果122ページ、特定健康診査の受診率が46.3%であるが、5歳刻みの受診率はでているか。

保健医療課長　平成21年度は、40歳~44歳が36.2%、45歳~49歳が39.2%、50歳~54歳が37%、55歳~59歳が44.1%、60歳~64歳が51.3%、65歳~69歳が57.3%、70歳~74歳が57.2%です。まとめて言うと、40歳~64歳が43.6%、65歳~74歳が57.3%です。
水野委員　　　受診率だが、平成20年度と比べどうか。

保健医療課長　20年度の年代別は、今持っていませんが、全体では、20年度は40%です。
水野委員　　　未受診者を減らす事が課題。検診受診率が低いとペナルティーを科される。これに対しての対策はなにか。
保健医療課長　平成21年度から国保の担当者が未受診者の方には、通知を出しており、前年に比べ一定の向上が見られました。
水野委員　　　ペナルティーが科されるのは行政としても大変なので、広報に掲載する。そのことで、医療費の削減にもなるので。若い40歳~54歳くらいの受診率が低いので、その辺をどうしていくか。広報の掲載が重要と思うが。
保健医療課長　特定健康診査のPRは２月に40歳以上の方に、国保、社会保険の方は、がん検診があるので、全員に通知をしています。それ以外に、広報、ホームページで通知出している。21年度は、未受診者に再通知している。目標受診率は65%。今後も、さらに努力します。
国保年金係長　特定健康診査は、広報で６月、８月、３月に掲載。2ヵ月に１度の医療費通知に特定健康診査の受診啓発を掲載。町の封筒にも長久手町の元気マン君を掲載し、特定健康診査になじめるよう努力しました。1年目40%、2年目で50.1%、これから65%までもっていきます。
水野委員　　　主要事業122ページ、受診者の中で、内臓脂肪症候群該当者（メタボ）の方が433名、予備群が、300人ですが、積極的支援は何%ですか。
保健医療課長　積極的支援対象者は122名のうち利用者は９名です。
水野委員　　　積極的支援で、指導を途中でやめた人はいるか。
保健医療課長　今、数がありません。ただ、６か月指導ですので、断念される方もいます。平成21年度は保健センター直営で、保健師が担当していたが、平成22年度は違う方法でも支援しています。

伊藤委員　　　決算書323ページ、趣旨普及費、予算額63万6,000円、支出済額197,505円、不用額438,495円。先程から、国保の収納を上げるためのいろんな活動をするという話だったが、予算をこれだけ取っておきながら、不用額がこれだけあるのは、どういう理由か。決算書331ページ、保健衛生普及費も同様、予算が、300万くらいあり、支出済額が98万、不用額が200万円。めったやたらに使えとは言わないが、普及啓発活動は大切と思うが、なぜ、こんなに余らせるのか。

国保年金係長　保健事業で、エイズの予防など、以前には、中学校に出向いていたが、取り組めなかった。町民まつりでは、特定健診の啓発をしたが、努力が足りず、予算を使えませんでした。

伊藤委員　　　せっかく、予算の枠を取りながら、普及啓発活動しないのか。それで、徴収が上がらないというのは、おかしいので、注意してほしい。
じんの委員　　国保の不正請求がないようにしているレセプト点検での成果はどのようか。徴収率が下がっている。景気が悪く、アルバイト、パートの方が増えている、被保険者の数が増えたということだが、短期保険証とか、資格証明書を出した方は、21年は何名か。平成21年度、インフルエンザが流行したが、その時、失業して、国保税が払えなくなった人もいると思う。その人たちの対応はどのようか。また、義務教育の子どもがいる場合はどのようか。
保健医療課長　レセプト点検は、資格点検で、一人当たり平成21年は0.14
%、241円。内容点検で、0.06%、107円。全体は、約9,000人をかけます。レセプト点検の効果率は、平成20年度よりは下がりました。

　　　　　　短期保険証については、8月現在で、平成20年度は、１カ月８枚、２ヵ月29枚、３カ月58枚、４カ月35枚、５カ月11枚、６カ月88枚、１年５枚、10カ月1枚、合計420件。平成21年は、１カ月５枚、２ヵ月22枚、３カ月67枚、４カ月28枚、５カ月３枚、６カ月82枚、１年７枚。資格証１名、合計386名です。医療費については、わかりませんが、保健センターで行う予防接種などは、国の制度で、非課税、生活保護の方は、接種費用は助成しています。　　　　　　　

委員長　　　　他ありませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。認定第２号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計決算認定について原案のとおり認定することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって認定第２号については原案のとおり認定することに決しました。

認定第３号

委員長　　　　次に認定第３号平成２１年度長久手町老人保健特別会計決算認定についてを議題といたします。認定第３号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　認定第３号について説明。
委員長　　　　説明は終わりました。これより認定第３号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

　　　　ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。認定第３号平成２１年度長久手町老人保健特別会計決算認定について原案のとおり認定することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって認定第３号については原案のとおり認定することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

午前　　　　　　　　　　午前１１時０９分休憩

午前１１時２０分再開

休憩前に引き続き会議を開きます。　　　　　　
認定第８号

委員長　　　　次に認定第８号平成２１年度長久手町後期高齢者医療特別会計決算認定についてを議題といたします。認定第８号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　認定第８号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより認定第８号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

じんの議員　　決算書473ページ、健診事業費について、受診率が27.37%と低い原因は何か。滞納の方も少しいるようだが、その方は、普通徴収なのか、天引きなのか。また、短期保険証の人はいるのか。
保健医療課長　健診の受診率は、75歳以上が対象ということで、すでに医療に通じて見える方が多く、比較的低くなっていると思います。
保健医療課補佐　特別徴収の方で、滞納者はいない。普通徴収の方で滞納者がいる。短期証については、21年度は、4件。

じんの委員　　短期保険証の相談はどんなものがあるか

保健医療課補佐　納付相談で、短期保険証６か月を４名。納付については電話をして、どんなふうに納付できるのか。また、訪問をして、どんな状況かを相談させていただき、今、４名の方については、短期保険証を解消しています。
委員長　　　　他にありませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。認定第８号平成２１年度長久手町後期高齢者医療特別会計決算認定について原案のとおり認定することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって認定第８号については原案のとおり認定することに決しました。

議案第３８号

委員長　　　議案第３８号平成２２年度長久手町老人保健特別会計補正予算（第１号）についてを議題といたします。議案第３８号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第３８号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第３８号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
　　　　ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第３８号平成２２年度長久手町老人保健特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第３８号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第４１号

委員長　　　　次に議案第４１号平成２２年度長久手町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてを議題といたします。議案第４１号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第４１号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第４１号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
　　　　ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第４１号平成２２年度長久手町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第４１号については原案のとおり可決することに決しました。

認定第７号

委員長　　　　次に認定第７号平成２１年度長久手町介護保険特別会計決算認定に
ついてを議題といたします。認定第７号について執行部の説明を求めま
す。

福祉課長　　　認定第７号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより認定第７号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

水野委員　　　決算書451ページ介護予防事業の所で、アクア教室、栄養改善、あったかOBサロンをしたが、これは、昨年と同様の金額になっている。何人が受けて、効果はどのようか。
福祉の家局長　人数の増減はありません。アンケート調査では、大部分は、現状維持ができており、悪くなったという話は聞いていません。

前田委員　　　収納率について、特別徴収分がかなり大きいと思うが普通徴収との件数の差はどのくらいか。
保健福祉部長　21年度は、普通徴収が773件、国民年金から天引きする特別徴収が5,108件。合計で5,881件。徴収率は、21年度は99.0%、平成20年度は、特別徴収98.73%で、少し上がっています。
じんの委員　　要介護認定をうけて、利用されていない方はどのくらいで、利用されない原因を把握しているか。
保健福祉部長　利用者の割合は、平成21年度84.95%。20年度79.8%です。利用率は向上しています。原因については、分かりませんが、長久手町の福祉サービスの受給率は全国平均からいくと高い数字です。

前田委員　　　新聞で、特養ホームでの個室化ユニット化が話題である。国の方針もユニット化がいいと言いながら、最近は、利用者、家族の負担料は上がるから、相部屋もいいよという議論も出ている。その中で、ユニットだと利用者の負担も上がると思うが、保険料がこれによって影響することがあるのか。
福祉課長　　　ユニット化については、国が、介護保険法の中で、指針を出すことになっていますが、その中で、７割以上のユニット化を進めています。22日付けで国から最新の方針状況が出てきまして、やはりその中でも、ユニット化を進めています。ただ、生活困窮者に配慮していこうという内容が入っています。介護保険料の算定で、例えば、平成21年度から23年度は、介護保険料の金額は変わっていません。この介護保険の算定については、国が、算定フォーマットを示しており、そこに数字を入れることにより算定されます。このフォーマットには、その市町村ごとのサービスの給付費、サービス費の総額があります。18年度、19年度の実績によって、高齢者の人数をかけ合わせて、単価が決まります。ユニット化につきましては、相部屋より高くなるわけですが、算定する年度に使われた金額の実績で計算をされます。長久手町内にある施設で、ユニット化が進んでいるからといって影響はしません。長久手町の方が、特別養護老人ホームで、名古屋市や県外で利用されたとしても、その人が使った実績を算定しますので、施設のある場所の介護保険料には関係ありません。
小池委員　　　主要事業の成果132ページ、地域包括支援センター運営事業について、相談件数が2,690件で前年度より下がっている。委託先が２つになると増えると思ったがそのあたりは、どうとらえているか。
福祉課長　　　昨年８月から地域包括支援センターが２か所になりましたが、件数のとらえ方を整理をしています。21年度の合計は2,690件です。今年に入り、毎月2つの地域包括支援センターの定例会を設けています。そこで、件数の差とか、地域での差があるかなどの話をしています。その中で、件数の数え方、例えば、同じ人から２回電話があったら２件と数えるのか、同じ人がケアプランを作るのと相談をすることがあった時２件と数えるのかなどを整理しているところなので、数字はあまり比較になりません。
小池委員　　　実態として相談は活発に行われたのか。
福祉課長　　　直接の答えになりませんが、ちなみに、昨年度、社会福祉協議会2,019件、たいようの杜が８月から３月まで、671件。22年度４月~８月は、社会福祉協議会359件、たいようの杜685件です。客観的な数字比較については、今すり合わせをしていますが、相談は増えている感覚です。
じんの委員　　昨年度は、介護認定審査に関して、認定が適正にされず、85項目から75項目に変わったが、それにより、長久手町では、どんな変化があったか。認知症が軽く見られることがあり法改正がされたが、それがどうだったか。コムスンなどの不正請求が報道されたが、当町の対応はどうだったか。
保健福祉部長　介護認定審査に関して、本町では審査会で意見をし問題が起こらないよう対応をしています。コムスン等の不正請求問題については国保連合会から通知がきまして、通知があった場合は返納という行為をとります。本年度も、県からの情報ですが、マリアライフというところが不正請求をしていて、返納金という処理をしました。
水野委員　　　介護サービスの不正について、居宅介護サービスで言えば、通所介護、訪問介護、ホームヘルパーがあると思うが、ホームヘルパーが行ったかどうかの確認はどのようにしているか。

保健福祉部長　確認は、ホームヘルパーが自宅に訪問した時に、確認証をとります。それにより、事業所が請求をするという形をとり、適正に処理されていると思います。
水野委員　　　地域密着型介護サービスなどの現場に、職員が行くことはあるのか。
福祉課長　　　各サービス施設については、国、県の指導が入っているが、町も定期的に会議を開いており、土日などに現場で会議に参加しています。

保健福祉部長　地域密着型は町が、監査をしています。その中で、運営状況、施設状況も確認し、現状を把握しています。

じんの委員　　介護従事者の人材不足ということで、介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金があったがいくらか。
高齢介護係長　21年度からあります。決算書437ページ、介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金は平成21年からあります。1,613万7,908円です。
じんの委員　　その効果の程はどうか。

保健福祉部長　介護報酬率３%アップですが、すべての事業者ではなく、例えば、夜間の負担の多い事業所であったり、認知症対応の訪問介護であったり、緊急的な業務負担の多い所に加算され、すべての方ではありません。

委員長　　　　他ありませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。認定第７号平成２１年度長久手町介護保険特別会計決算認定について原案のとおり認定することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって認定第７号については原案のとおり認定することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

午前　　　　　　　　　　午後　０時０８分休憩

午後　１時１５分再開
休憩前に引き続き会議を開きます。　　
議案第４０号

委員長　　　　次に議案第４０号平成２２年度長久手町介護保険特別会計補正予算（第１号）についてを議題といたします。議案第４０号について執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第４０号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第４０号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ありませんか。

　　　　なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第４０号平成２２年度長久手町介護保険特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第４０号については原案のとおり可決することに決しました。

　　　　　　
議案第４８号

委員長　　　　議案第４８号給食センター厨房設備工事請負契約の締結についてを議題といたします。議案第４８号について執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第４８号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第４８号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ありませんか。

前田委員　　　プロポーザルで設計業者を決めたということで、5億4,000万の契約を結べるようなメーカーであれば４社とも厨房設計はできると思う。プロポーザルは否定しないが、メーカーにとらわれず、理想に基づく厨房機器を入れていくという形で、プロポーザルをできなかったかということ。最初にひとつのメーカーの設計ありきで、厨房機器なり機械を当てはめると、コスト的に高くなるのではないか。なぜ、それをしなかったのか。

教育総務課長　プロポーザルを行うのは、厨房機器の業者を選定することで、その中には、コストなども含め総合的な判断をするために、選定を行いました。実施設計は松浦建築設計事務所が行いますが、まずは、建築設計に反映させるための、厨房機器の設計が必要です。厨房設備機器のメーカーを決めて、その設計に基づいたものが入る建物を決める必要があったので、先に厨房機器を選定しました。コストなども含め審査をしています。

前田委員　　　今の話だと、よけい厨房メーカーが先に自分たちの設計をして、やった方がよかったと思うが、先に、厨房機器メーカーを決めて、厨房機器を建物にセットしていく発想があるならば、初めから厨房機器のメーカーの４社がそれぞれ建築も含めて設計を行い、その上で、プロポーザルをした方が、それぞれの特徴を生かした厨房機器の配置となり、コスト的に安かったのではないか。
教育総務課長　４社のプロポーザルについては、敷地等の条件を与えまして、その中で設計をしています。実施設計と同時ということで、選びました。
副町長　　　　委員が言われているのは、敷地というより建物の大きさを決めて、それからプロポーザルし、厨房設備を発注したのではないかということと思いますが、そうではなくて、敷地を示しておいて、その中で各社が、厨房機器のどういう配置がいいかということを各社決め、厨房機器メーカーを決めてから、設計業者により実施設計に反映しました。厨房設備のプロポーザルを決めてから、後に、設計業者の委託をすればよかったということですか。

前田委員　　　いいえ、そうではなくて、先に建築設計があって、この敷地には建物がこういう配置とするなどを設計業者が決めて、その設計に則した厨房機器の配置を考えて、厨房メーカーがプロポーザルに応じてきたのではないのですか。

教育総務課長　厨房機器のプロポーザルについては、敷地に対してどのような大きさの建物を建てるかとか、搬入をどちら側からするかについては、自由に決めてもらっています。その中でどれだけ努力しているかいろんな点を評価して、プロポーザルを行い業者を選定。業者を決めてから、建築設計と厨房と両方がどういう設備がいいか、そして、町の実績、意見を聞いて、設計を実際に進めていく。ですから、プロポーザルの時点に比べ、協議の中で変えることもある。建物の大きさについても、いれるものによって、決める必要があるので、実施設計の中で厨房機器をどんなものを入れてどんな大きさになるのかを反映させていただいています。

前田委員　　　設計は、最初に、厨房機器メーカーを決めて、その後、設計業者がタイアップしながらやっていくのだということですね。わかりました。　それと、蟹江町の給食センターに電話し、聞きました。同じようにプロポーザル方式で、随意契約とのこと。その中で、中部電力が設計の段階からアドバイスし、相談に乗って動いたと説明した。契約は電気の供給だが、中電の助言が多くあったようだが、それは意味があるのか。

教育総務課長　中電と関わるのは、電気の供給量がどれくらいかということです。給食センター開設までに、必ず、供給してもらうという話し合いはしていますが、特に中部電力からのアドバイスは受けていません。
前田委員　　　プロポーザル４社でタニコーに決まった。採点で最高得点をとったということだが、１番になった程度はどのくらいであったか。

教育総務課長　非公開ですので、詳しくお答えできませんが、大分、差がありました。

前田委員　　　オール電化にするについて、従来の人員より、かかる人数が増えるという説明があったがなぜか。蟹江町では、増えることはなかったというがどうか。
教育総務課長　オール電化にしたから人が増えるのではなく、ハサップという安全管理の方法で、汚染区域と非汚染区域で人の行き来ができなくなるので、人数が増えます。
前田委員　　　ドライ方式等にするために、人員が増えるのでないかと、蟹江町に尋ねたが、そうではないとのことでした。教育総務課からも確認して下さい。本町は、現場関係の人が委員会に入ってやったのでよかったが、蟹江町はそうでなかったので、当初は大変苦労したとも聞きました。
小池委員　　　今の説明だと、厨房機器メーカーを決めてから設計に入ったということだが、それはいいのだが、厨房機器を決める前に基本計画の入札をしている。そこで設計をさせる事を前提に、その後、厨房メーカーを決めているという順序だと思うが、私は、先に、何もない段階で厨房メーカーを決めて、それから、この厨房メーカーのこれを使っての設計をということで、設計業者の入札をするのならともかく、そうではない。先に、松浦建築事務所と契約をした後で、厨房メーカーを決めているわけですね、この日にちから見ると。「設計業者と厨房メーカーとの関連を切り離し」と書いてあるが、これで、どうして、そう言えるのか。こういう形で行くならば、どうして、設計業者を決める前に厨房メーカーを決めなかったのか。
教育総務課長　基本計画の時点では、厨房メーカーを決めていませんでした。松浦建築事務所が、厨房メーカーの案などを参考に、基本計画を行いました。実施設計は、具体的な機種を選定等する業務です。その機種によって、スペースも変わってきますので、一つの厨房機器メーカーでも、選ぶ機種によって変わってくるので、実施設計の段階で、厨房機器を決めました。
小池委員　　　実施設計の金額も、どのメーカーを使うかによって変わるわけですよ。にもかかわらず、実施設計の契約を先にしている。実施設計の契約だけして、どのメーカーを使うかという選定をしているわけですから、今の説明は合理性に欠くと思うがどうか。

教育総務課長　実施設計の契約は、松浦建築事務所との契約ですが、これについては、松浦建築事務所が、給食センターの厨房工事の設計ですとか、建築設計、外構設計をしていくということで、厨房メーカーがどこのメーカーだからといって金額は変わらないと思います。
小池委員　　　そうであっても、なぜ、厨房メーカーを先に選定しなかったのか。そうでなければ、ここに書いてある理由は成り立たないのではないか。設計業者と厨房メーカーとの関連を切り離しというのは、厨房メーカーが先にあって、その後で、設計業者を入札によって決める。ということであれば、透明性は保たれると思いますけれども、実施設計まで、設計業者を決めておいて、それから、厨房メーカーの選定をしかも非公開のプロポーザル出したということは、非常に選定の方法としておかしいのではないか。４社とはどこですか。

教育総務課長　タニコー他３社です。３社名は公表していません。

小池委員　　　そういう形のプロポーザルは非常に不透明で、世の中に通用するとは思えません。なぜ、非公開にする必要があるのか。
教育総務課長　プロポーザルについては、担当課の判断だけでなく、公正に決める目的で、適正な委員を選定し、委員会を設置しました。プロポーザルを公表するかについては、住民の方に業者名を公表するのではなく、設計が固まった段階で、どんな給食センターができるかを公表する形とし、業者名は公表しませんでした。
小池委員　　　簡単なプロポーザルならば、それはそれであるのかもしれませんが、５億5,000万円近い契約を随意契約でする。しかも、機器の選定、こんなものは、どこがやってもいいことで、普通でいえば、随意契約にする対象ではないと思う。そういったものを随意契約でするのであれば、よほどどういう形で、プロポーザルがどことどことで選ばれたのか、点数の時には４社の名は公開しなくても、全体の中で、どことどこで行われたかという事を公表するのは、当然の事ですよ。どこの市町もしています。それをあえて、非公開にするのはなぜなのか。

教育総務課長　プロポーザルにより業者決定したタニコーは公表しています。落選したところの業者名をあえて示す考えはありません。
小池委員　　　機器の選定を調理員、栄養士、職員などで、選定したということですが、何をもって、どういう選定基準で行ったのか。きちんと示されなければ、特殊な機器の選定ですから。

教育総務課長　選定委員については、教育文化部長はじめ、何十年も経験のある給食センターの主任調理員もふまえ、実際に調理をする立場の人の意見が重要ですから、そこを考慮し選定しました。選定の方法については、２０分程度プレゼンテーションをし、30分程度の質疑、それらも反映し、18項目で、各一人ずつが点数化し、トータルで評価しています。一人の意見ではなく、選定委員会を尊重して業者を選定しました。

小池委員　　　そういう話ではなくて、具体的な選定項目がわからなければ、実態把握、確認は難しい。どうして、このプロポーザル方式をとるのか。他で、この方式を取ったところがあるのか。
教育総務課長　東海3県では、蟹江町、土岐市、小牧市、飛騨市、松坂市、神戸市（ごうどし）、美濃加茂市ほか、まだ、あります。
小池委員　　　プロポーザル方式はわかるが、設計業者選定とプロポーザルの時期との関係がそれと同じなのか。
教育総務課長　そこまでは調べていません。

小池委員　　　施設を作る場合には、機器などを入れるわけだが、今回は、厨房機器ですから、大きな位置を占める。オール電化の製品もいろんな所で、行われています。日本エレクトロヒートセンターというところが、業務用電化厨房施設の設備設計指針などを作成し、厨房機器の評価を規格化しているところもあります。東郷町も電化の調理機器を入れていますが、厨房と設計の留意事項として、詳しく選定の基準を出されている。見えないところでのプロポーザルをした理由は、理解されにくいと思うが、どうか。また、尾張旭市も昨年、ガスだが、給食センターを作ったが、設計の段階では、３種類くらい主に使われる機種と同等程度のものでということで入札が行われた。皆さんに分かる形でするならば、プロポーザルもよいが、今の話では、不明瞭です。

教育総務課長　プロポーサルを非公開とした理由としては、委員の率直な意見交換、意思疎通、意思決定等の中立性が損なわれる可能性があるということで、要綱の中で非公開としました。尾張旭市については、何種類かのメーカーを使っていいよということでしょうけれども、最初の設計については、どこか参考に、設計をされているのだと思います。給食センターを造った近隣半分くらいのところが、プロポーザルを行い、業者を明確化して、設計を行っている状況です。
小池委員　　　設計業者、松浦建築事務所とは、基本計画、実施設計の契約をしているが、入札した価格、落札率はいくらか。
教育総務課長　実施設計業務委託について、契約価格は819万円。落札率22%。給食センター基本設計作成委託については、契約価格81万9,000円です。
小池委員　　　基本設計は81万9,000円。お驚いたのですが、実施設計について、予定価格3,500万のところで、780万で落札。落札率22%。それだけ安くやったのならば、厨房メーカーを入札で決めてから、もう一度、詳細実施設計をやっても十分賄えるくらいでないか。実施設計の前にきちんと決まっていないと実施設計がきちんとできないという話で、その前にプロポーザルをしたということだが、そうではなくて、厨房メーカーは、ある程度の枠が決まった中で、入札で決めても、後から、詳細な実施設計を組み込ませれば、十分できたと思うが。そう、考えなかったか。
教育総務課長　実施計画のタイミングと厨房メーカーのタイミングは同時と考えている。小池委員の言われるように、厨房メーカーを決めてから、実施設計の入札をしても問題はないが、このタイミングでしました。

小池委員　　　そのタイミングで行うのならば、透明性の高い選定結果の示し方をしないと納得されないのではないか。

教育総務課長　他市町等も聞いたりしました。厨房メーカーを決めるということなので、特にそのことを住民に知らせる必要はないとしました。

小池委員　　　厨房メーカーを選定するということではなくて、透明性の高い選定をするというのは、行政にとって、必要不可欠な事で、公表しなくていいという考えではないと思うが。契約の仕方の問題と思うがどうか。

教育総務課長　会議を非公開とし、それに伴って、選定をしたタニコーについては公開し、それ以外は非公開としました。
佐野委員　　　４社を指名をした選定の基準はなにか。

教育総務課長　基準はないが、町に営業実績があったことと、全国的にも東海３県でも、実績があり、経験、信用がある業者を選定しました。

佐野委員　　　何社くらいの中の４社なのか。

教育総務課長　全国的に見ても、厨房の設計、工事、メンテナンス、調理業務トレーニングまで、総合的に行える業者はあまりないです。
佐野委員　　　大体、何社くらいか。

教育総務課長　４，５社くらいです。

佐野委員　　　ほとんど、該当するものから指名をしてその中から、プロポーザルしたのか。

教育総務課長　はい。オール電化の実績があり、東海３県で施行している業者です。
佐野委員　　　元々の指名対象社が４社くらいですか。
教育総務課長　そのとおりです。

小池委員　　　オール電化、5,000食以上のオール電化をしているところが見当たらない。7,500食ですが、無理がないか。
教育総務課長　茨城県の結城市は5,000食のオール電化です。日本では、7,500食は、最大ですが、無理はないです。
小池委員　　　5,000食以上だと電気代かかるのではないかという懸念が教育委員会で意見があったが、そのあたりをどのように算定したのか。オール電化のよい点を以前に示されたが、比較したものがなく、具体的にどう違うのか。
教育総務課長　オール電化、ガスについては資料を示させていただきましたが、電気代だけではありません。災害復旧も早いです。そこを重要視しました。
小池委員　　　停電時、発電機はあるのか。

教育総務課長　設置はしていません。オール電化だと電気の供給がすぐ行われるということでそう判断しました。
佐野委員　　　結城市の業者は４社の中にあるのか。
教育総務課長　あります。

伊藤委員　　　資料の４で、見積徴収し、予定価格以下であったので随意契約としたとあるが。予定価格の積み上げは町の職員だけで行ったのか、設計業者も入って行ったのか。
教育総務課長　設計については、松浦建築事務所と町で行いました。予定価格はその後、策定しました。
伊藤委員　　　厨房メーカーが決まると、ほとんど物が決まってしまうことも言われたが、積算の時、比較の対象となるような対象の見積もりをとってやっているのか。全く同一のものは同じ単価だが、よく似たもので見積もりを何社くらいの見積もりをとり、予定価格を出したのか。
教育総務課長　個々規格が違うので、決めた厨房メーカーから見積もりを取り、近隣市町を参考にして、どれくらいの価格が適切か町で決め、予定価格を決めました。
前田委員　　　４社の中で点数をつけたが、毎日の仕事の中で、給食の出荷までタニコーのスペックが一番、短期間でできるのか。
教育総務課長　食材を調理してから、給食を提供するのに、２時間の規定があります。どの業者も2時間以内です。
議長　　　　　蒸気で行うということ、深夜電力を使うということだが、タンクはどこに置くのか。

教育総務課長　図面の右上、建物の外です。

議長　　　　　揚げ物、焼き物はヒーターを使うのか。

教育総務課長　ヒーターを使用します。揚げ物、焼き物は連続フライヤーを設置します。スチームコンベクションオーブンという焼き物専用機械も使います。
委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

小池委員　　　今、どれだけも確認したが、厨房機器メーカーを選択した経緯が明らかでない。非公開の理由も、納得できない。こういう中で、５億5,000万円の契約を随意契約で行うことは、契約のあり方として問題ですので、反対します。

委員長　　　　他ありませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第４８号給食センター厨房設備工事請負契約の締結について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。（反対１名）
挙手多数であります。よって議案第４８号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第４９号

委員長　　　　次に議案第４９号財産の買入れについてを議題といたします。議案第４９号について執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第４９号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第４９号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ありませんか。

前田委員　　　地図の右上の角地は必要ないのか。今後、購入するのか。必要なら、なぜ、こういう時期に決定していないのか。
教育総務課長　建設に必要な用地です。現在、交渉中です。まだ、仮契約が未契約です。今は、代替地の提案をしているところです。
前田委員　　　いつ頃までにか。
教育総務課長　12月議会を目途に提出します。

伊藤委員　　　単価はすべて同じか。

教育総務課長　角地のみ、少し、加算があります。
伊藤委員　　　単価を種類ごとに教えてほしい。
教育総務課長　金額は個人情報ですので、単価については、1㎡当たり平均4万4,000円です。角地は、少し高いです。
委員長　　　　他ありませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第４９号財産の買入れについて原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第４９号財産の買入れについては原案のとおり可決することに決しました。

　　　（執行部退席）

請願第１号

委員長　　　　次に請願第１号３０人以下学級の実現と義務教育費国庫負担制度拡充を求める請願書を議題といたします。

請願第１号について、紹介議員の説明を求めます。

副委員長　　　請願第１号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより請願第１号に対する質疑等を行います。

質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　　意見ですが、例えば、港区では、年々児童数が減っていき、自動的に30人学級になり、場合によっては学校も統合するまでになる。今は、そこの学校も、子どもたちが増えてきた。今度、30人学級にすると、教室が足りない、建物も足りないという問題もでてくる。そういった問題も抱えているということをことも踏まえながら、賛成ですが、意見として発言します。

委員長　　　　他になければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ありませんか。

　ないようですので、次に賛成討論を行います。ありませんか。

　ないようですので採決を行います。請請願第１号３０人以下学級の実現と義務教育費国庫負担制度拡充を求める請願書について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　挙手全員であります。よって請願第１号については採択することに決しました。

陳情

委員長　　　　平成２２年８月１９日付で、瀬戸市東横山町62－５エムズシティ新瀬戸609、六鹿久三子氏から「子ども手当」見直しを要望する陳情書が提出されましたので、文教福祉委員会としての取り扱いを検討したい。
前田委員　　　本来、国の機関が決めるようなことですので、この場で、審議する必要はないと思う。
委員長　　　　意見を踏まえ、陳情書に対しては、委員会としての結論は決めずに、各議員の判断に任せ、各議員への配布に、留めるという取り扱いにする。
　　　　　　（出席者全員合意する。）
　
　　　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異議なしの声あり）

ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で文教福祉委員会を閉会します。

午後２時２７分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２２年　９月２８日

文教福祉委員会委員長　じんの　和子
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